
加入しましょう加入しましょう
（正規教職員用）（正規教職員用）

一般財団法人神奈川県教育福祉振興会は、県の出資により市町村立小中学校教職員
等の福利厚生の充実を目的に設立された互助団体で、40年にわたり給付・厚生・貸付
など事業の充実を図り“振興会”の名称で皆様に親しまれています。

一般財団法人 神奈川県教育福祉振興会
　〒231-8325 横浜市中区日本大通 33
　窓口業務（平日 8:30～17:15）
　　【総務･経理班】	045（681）3049 （加入・退会・会費に関すること）
　　【事業･医療班】	045（211）4483 （給付・厚生事業に関すること）
		  045（681）3054 （医療互助事業に関すること）
　ＵＲＬ　https://www.kyo-fukushi.or.jp

一般財団法人一般財団法人

神奈川県教育福祉振興会に神奈川県教育福祉振興会に

組 織 運 営 事 業
県内市町村立小中特別支援学校
等に勤務する教職員等の現職会
員は、約37,000人（加入率95％）、
継続会員 （現職会員だった方が
退職後に加入）は約12,000人
です。

現職会員の会費、継続会員の加
入時の会費や掛金と資産運用収
益等で運営しており、多くの方の
加入で、よりスケールメリットを
活かした事業を実施できます。

現職会員の給付事業、厚生事業、
住宅建設資金貸付事業を行うと
ともに県民の教育文化活動のた
めサイエンスショーや音楽会、
講演会などの公益事業を行って
います。また、継続会員の医療互
助事業、厚生事業を行っています。

市町村立学校教職員の皆様へ市町村立学校教職員の皆様へ 令和7年度版



会費の納入方法
1 県費負担教職員の方
毎月の給料から県が控除します。

2 政令市費負担教職員の方
毎月の給料から市が控除します。（横須賀市費含む）

3 その他市町村費負担教職員等の方
�みずほ銀行、中央労働金庫又は、横浜銀行の口座か
ら自動引き落とし（口座振替）をします。

※1　【基礎月収額】＝�給料月額（教職加算額を含む）＋教職調整額
＋給料の調整額

※2　�【継続会費】　4/1000：�定年等での退職後、医療費等の補助
を行う医療互助事業に加入するため
の掛金の積立です。

加入の手続き 会  費

現職会員の加入資格
県内の市町村立小・
中学校等の教職員
等で、市町村互助会
に加入された方
（会員期間は教職員等
を退職したときまで）

市町村互助会へ加入
市町村又は複数の市町村が単位と
なり設立された教職員互助会があ
ります。

市町村会費（県費負担教職員）
基礎月収額※1× 3／1000

振興会へ加入
加入手続き完了後、「会員証」を所属
経由でお渡しします。

振興会会費
【現職会費】基礎月収額※1× 2／1000
【継続会費】基礎月収額※1× 4／1000

加入申込書の記入・提出
市町村互助会、
振興会に加入する
には「加入申込書」
が必要です。
提出先は市町村互助会です。

市町村互助会加入証明後、
振興会に送付されます。

会　費
《会費納入額の算定例》
基礎月収額※1� 215,800円
市町村会費�3/1000の場合

市町村会費

215,800円 × 3/1000 =647円

振興会会費【現職会費】

215,800円 × 2/1000=431円

振興会会費【継続会費】※2

215,800円 × 4/1000=863円

（退職後の事業に加入していただ
くための積立金となります。 ）

合計🅰＋🅱＋🅲=1,941円
 毎月の納入額

A

🅱

🅲

市町村互助会

実施事業は実施事業は
各団体により各団体により
異なります異なります

給付事業・給付事業・
厚生事業に厚生事業に
使用します使用します

退職互助退職互助
事業に使用事業に使用
しますします

右頁・右頁裏をご覧ください

右頁裏をご覧ください

加入加入のの手続手続きときと会費会費

（政令市毎に異なります。）

（政令市毎に異なります。）



振興会振興会がが行行っているっている事業事業
厚 生 事 業

振興会は公立学校共済組合とともに教職員の福利厚生の増進を担っています。

振興会だよ
り

振興会ハンドブック



結 婚 祝 金 会員が結婚したとき ２万円
災害見舞金 災害により住居や家財に損害を受けたとき ４万～２０万円

弔 慰 金
※１

会員が死亡したとき １６万５千円
配偶者が死亡したとき ６万５千円
実（養）父母・実（養）子・被扶養者が死亡したとき ２万５千円
会員又は配偶者の死産のとき １万円

遺児育英資金
※２ 現職会員が死亡したときに、その現職会員又はその配偶者に被

扶養者である18歳以下の実（養）子及び弟妹・障害等級が１級の
実（養）子及び弟妹の遺族があるとき
※ただし遺児のうち中学生以下の場合、要件に応じ10万～30万円を加算

遺児１人につき
100 万円
（加算あり）

人間ドック
受診費用補助 人間ドック、脳ドック及び PET 検診の受診費用の一部を補助 ３千円

（１年度につき１回）

自己研鑽等
費 用 補 助

現職会員が35歳、45歳、55歳の年齢に達したときに自己研鑽の
ための費用を補助 １万円

退会記念品 満50歳以上（会員期間10年以上）で退会した現職会員に対し記
念品（商品券）を贈呈 1万3千 ～2万円

振興会振興会がが行行っているっている事業事業
給 付 事 業

住 宅 建 設 資 金 貸 付 事 業
●振興会加入期間が通算３年以上の会員に対し住宅の購入等の必要資金（2,000万円上限）を貸付

退 職 互 助 事 業
●現職中に積み立てた継続会費と掛金により、退職後の医療費等の補助を行う医療互助事業

●芸術鑑賞やレクリエーション等の厚生事業

公 益 事 業
●会員を含む県民の方々を対象に自然科学実験教室、教養講座、コンサート等を開催

現職会員となった方には現職会員となった方には
� 「会員証」を交付します。� 「会員証」を交付します。

※1	ご夫婦・ご家族等で会員の場合、それぞれでご請求いただけます。
※2	例えば、未就学児１名・小学生１名の遺族があるとき130万円＋120万円＝250万円


